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1．はじめに 
 

















行った。具体的には、過去 4 年間における、筆者が担当した「全国経理教育協会主催 簿記能力検
定（以下、全経簿記検定とする。）2 級」レベルの簿記講義で実践した ICT 活用の事例分析を行う。














































 本稿の研究対象となる全経簿記検定 2 級について概観する。全経簿記検定は、4 級から上級まで
の 5 つの級に分かれており、そのうち 2 級は、簿記に関する知識・技能が「個人企業および法人企
業の経理担当者又は経理事務員として必要な商業簿記に関する知識を有し、かつ実務処理ができる」
レベルに到達したことを証明する検定試験である。他の簿記検定として有力なものに、日本商工会
議所主催 簿記検定試験（以下、日商簿記検定とする。）があるが、全経簿記検定 2 級が求める簿
記の知識レベルは、日商簿記検定 3 級と日商簿記検定 2 級の間に位置する。 
研究対象期間 4 年間の講義受講直後にあたる全経簿記検定 2 級の全国の受験者データは表 1、本









  第 161 回 第 164 回 第 167 回 第 170 回 
受験申込者（人） 9,819 8,857 10,203 9,450 
実受験者（人） 9,048 8,095 9,395 8,626 
合格者（人） 5,351 4,109 4,887 3,908 
合格率（%） 59.1 50.8 52 45.3 
全国経理教育協会ホームページより筆者作成 
20 簿記教育における ICT（information and communication technologies）の活用
表2 本学学生における受験データ 
  第 161 回 第 164 回 第 167 回 第 170 回 
受験申込者（人） 42 37 38 26 
実受験者（人） 40 33 35 20 
合格者（人） 23 20 28 10 









で、本稿においては、特にこの第 2 問に研究対象を絞り、論じていくこととする。 






 内  容 配  点 
第 1 問 仕訳問題 28 点 
第 2 問 計算問題 12 点 
第 3 問 特殊仕訳帳 20 点 
第 4 問 伝票会計 10 点 
第 5 問 精算表または本支店合併財務諸表の作成 30 点 
 
第 2 問 例題 次の資料によって、期末資本（純資産）、売上原価を除く費用総額、売上総利益お
よび当期純利益の金額を求めなさい。 
 
1. 資産・負債  （期首）  （期末）  2.期間中の商品売買取引 





 売掛金  ￥1,358,000  ￥1,287,000  （2）当期仕入返品高 ￥283,000 
 商品  ￥730,000  ￥820,000  （3）当期総売上高  
￥4,857,00
0 
 買掛金  ￥1,236,000  ￥1,193,000  （4）当期売上返品高 ￥216,000 
3. 売上高を除く期間中の収益総額  ￥512,000    
4. 売上原価を除く期間中の費用総額  X    
5. 期間中の資本（純資産）引出高  ￥300,000    
6. 期間中の資本（純資産）追加元入高  ￥400,000    
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表4 筆者担当クラスにおける短大1年時の簿記教育内容 
時期 内容 講義形態 




10 月～11 月 11 月に行われる日商簿記検定 3 級取
得に向けた応用論点につき学習する。 
板書による通常教室での講義 
11 月～翌年 2 月 翌年 2 月に行われる全経簿記検定 2
級レベルの論点につき学習する。 

















る学生を対象としており、4 月入学以降の講義の流れは表 4 のとおりである。 
このうち、本稿においては、1 年次 11 月～2 月までの講義における、全経簿記検定 2 級レベルの



















C パソコン画面の投影 4) 
C-1 通常教室におけるプロジェクタ投影表示 









































































































 2 節で概観したように、全経簿記検定 2 級の第 2 問では、現在に至るまでの長きに渡り、貸借対
照表と損益計算書の関係に関する理解を問う計算問題が出題されている。そこで、この第 2 問が要
求している知識に関して、以下のような図表を用いた解説を行った。 
図 1 から図 4 は、左から時系列に財務諸表が配置されている。左上が期首における貸借対照表、
右上が期末における貸借対照表である 7)。この期首と期末を挟んだ会計期間における損益計算書が
下に配置されている。簿記の講義において、よく用いられる図の配置であろう。問題となるのは、
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参考までに、本支店会計における合併損益計算書作成問題に関する解説時に用いたモニター表示




図 5 本支店合併損益計算書の雛形 
 
 
図 6 本支店合併損益計算書における売上総利益の区分までを作成 
  


















 表 6 から表 8 までが、2009 年度から 2012 年度までの定期試験における、全経簿記検定 2 級の第
2 問類似問題の結果である。板書による講義年度とパソコン教室を利用した講義年度を色付けで分
けている。本問では、4 つの項目について計算結果を解答する。1 設問あたりの配点は 3 点であり、
満点は 12 点となる。 






 そこで、表 7 および表 8 に示したように、各年度の学生を、全経簿記検定第 2 問類題を含めた定
期試験の総合得点 70 点を境界として、2 グループに分けた場合の平均点の推移を見てみることにし




表 7 は、定期試験結果における上位グループのデータである。前半 2 年間のこのグループにおけ





年度 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 
平均点（点） 7.58 8.02 7.20 5.77 
定期試験受験者（人） 42 43 35 24 
無得点者の割合（%） 26.7 18.6 17.1 16.7 





一方で、表 8 は、定期試験結果における中・下位グループのデータである。前半 2 年間のこのグ
ループにおける平均点は 2.57 点であり、後半 2 年間の平均点 4.36 である。このグループにおいて
は、最大で 2009 年度と 2012 年度の差である 73%程度、最小でも 2010 年度と 2011 年度の 53%平




 表 9 から表 11 までが、2010 年度と 2012 年度の定期試験における全経簿記検定 2 級第 5 問類似
問題の結果である。2010 年度においては、第 5 問で問われる論点のうち、本支店会計における合
併損益計算書作成問題を、2012 年度においては本支店会計における合併貸借対照表作成問題を出題
した。本問では、配点箇所を 10 か所設け、財務諸表の数値 9 箇所を配点 3 点とし、本店勘定・支





















年度 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 
平均点（点） 10.43 11.11 9.63 10.71 
定期試験受験者（人） 23 27 19 7 
無得点者の割合（%） 8.7 0 10.5 0 
年度 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 
平均点（点） 2.55 2.81 4.31 4.41 
定期試験受験者（人） 19 16 16 17 
無得点者の割合（%） 52.6 50.0 25.0 23.5 
年度 2010 年度 2012 年度 
平均点（点） 21.95 20.96 
定期試験受験者（人） 43 24 
無得点者の割合（%） 11.6 0 
年度 2010 年度 2012 年度 
平均点（点） 26.74 28.86 
定期試験受験者（人） 27 7 
無得点者の割合（%） 0 0 







表 12 アンケート結果（人） 
 上位グループ 中・下位グループ 計 
パソコン教室 22 19 41 
プロジェクタ投影 5 2 7 





対象：松本大学松商短期大学部 商業簿記 筆者担当クラス受講者 
回答人数：55 人（2011 年度 32 人、2012 年度 23 人） 










ったと回答した講義形態を、5-2 と同様に、定期試験の総合得点 70 点を境界とする 2 つのグループ
に分けてまとめたものが表 12 である。 















年度 2010 年度 2012 年度 
平均点（点） 11.38 17.71 
定期試験受験者（人） 16 17 
無得点者の割合（%） 31.3 0 
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能であろう。 
①上位グループについては講義形式の違いによる平均点の上昇は確認できない。 








































 一方で、本研究を通じて、今後の課題も明らかとなった。まず、本稿で指摘した ICT を活用した
講義の有効性が、どのような要因によるものであるかにつき、更なる検討を加える必要がある。ま
































9） 4 年間の受講者全員 139 人の総得点平均は 69.01 点、中央値は 73 点であり、グループの境界
としてこれらの値を用いたとしても、本稿で示す結果と同様の傾向が見られる。 
10） 上位グループの前半 2 年間と後半 2 年間における平均値の差の検定（t 検定）でも、有意な差
は見られない（t(42)= 1.08(p=0.284>0.05)）。 
11） 中・下位グループの前半 2 年間と後半 2 年間における平均値の差の検定（t 検定）でも、5%
水準で有意な差が見られた（t(42)=2.08(p=0.041<0.05)）。 
12） 上位グループの前半 2 年間と後半 2 年間における平均値の差の検定（t 検定）でも、有意な差
は見られない（t(32)=0.99(p=0.331>0.05)）。 
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